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〇
法
務
省
告
示
第
二
十
六
号

福
島
県
い
わ
き
市
役
所
備
付
け
の
次
の
戸
籍
が
滅
失
し

た
た
め
、
こ
れ
を
再
製
す
る
必
要
が
あ
る
か
ら
、
次
に
掲

げ
る
者
は
、
平
成
二
十
五
年
二
月
十
八
日
ま
で
に
、
同
市

長
に
対
し
て
、
次
の
手
続
を
し
て
く
だ
さ
い
。

一

当
該
戸
籍
に
関
係
の
あ
る
戸
籍
の
届
出
、
報
告
、
申

請
、
請
求
若
し
く
は
嘱
託
を
し
、
又
は
戸
籍
に
記
載
を

要
す
る
書
類
を
提
出
し
た
者
は
、
そ
の
事
項
を
更
に
申

し
出
る
こ
と
。

二

前
項
に
掲
げ
る
戸
籍
の
謄
本
、
抄
本
又
は
戸
籍
に
記

載
し
た
事
項
に
関
す
る
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
現
に

所
持
す
る
者
は
、
こ
れ
を
提
示
す
る
こ
と
。

〇
金
融
庁
告
示
第
一
号

金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
（
昭
和
四
十
年
政
令
第
三
百

二
十
一
号
）
第
四
十
二
条
第
二
項
及
び
第
四
十
二
条
の
二

第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成
十
九
年
金
融
庁
告
示
第

九
十
号
（
本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業
者
等
を
指
定
す
る

件
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
し
、
公
布
の
日
か
ら
適

用
す
る
。

平
成
二
十
五
年
一
月
十
八
日

金
融
庁
長
官

畑
中
龍
太
郎

第
一
条
中
第
十
四
号
を
削
り
、
第
十
五
号
を
第
十
四
号

と
し
、
第
十
六
号
か
ら
第
六
十
六
号
ま
で
を
一
号
ず
つ
繰

り
上
げ
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
十
八
号

電
波
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
五
年
電
波
監
理
委
員
会

規
則
第
十
四
号
）
第
十
八
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
基

づ
き
、
平
成
二
十
四
年
総
務
省
告
示
第
九
十
一
号
（
四
、

九
〇
〇

MHz
を
超
え
五
、
〇
〇
〇

MHz
以
下
又
は
五
、
〇
三
〇

MHz
を
超
え
五
、
〇
九
一

MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
使
用

す
る
無
線
局
の
開
設
区
域
を
定
め
る
件
）
の
一
部
を
次
の

よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
二
十
五
年
一
月
十
八
日総

務
大
臣

新
藤

義
孝

第
一
項
第
一
号
中
「
次
に
掲
げ
る
区
域
と
」
を
「
全
国

と
」
に
改
め
、
\
か
ら
Ĉ
ま
で
を
削
る
。

第
三
項
を
削
る
。

〔
告

示
〕

〇
本
庁
監
理
金
融
商
品
取
引
業
者
等
を
指
定

す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
金
融
庁
一
）

J

〇
四
、
九
〇
〇

MHz
を
超
え
五
、
〇
〇
〇

MHz
以

下
又
は
五
、
〇
三
〇

MHz
を
超
え
五
、
〇
九

一
MHz
以
下
の
周
波
数
の
電
波
を
使
用
す
る

無
線
局
の
開
設
区
域
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
総
務
一
八
）

〇
戸
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
二
六
）

〇
登
記
回
復
に
関
す
る
件
（
同
二
七
）

K

〇
供
託
事
務
を
取
り
扱
う
法
務
局
及
び
地
方

法
務
局
の
出
張
所
の
指
定
の
廃
止
に
関
す

る
件
（
同
二
八
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
二
九
）

〇
国
際
連
合
安
全
保
障
理
事
会
決
議
第
二
千

七
十
八
号
（
コ
ン
ゴ
民
主
共
和
国
に
係
る

制
裁
措
置
等
の
延
長
等
に
関
す
る
決
議
）

に
関
す
る
件
（
外
務
一
五
）

K

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
九
二
〜
二
一
〇
）

M

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件（
国
土
交
通
五
九
）

O

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
一
三
）

〇
海
上
に
お
け
る
水
上
標
的
に
対
す
る
射
撃

訓
練
を
実
施
す
る
件
（
同
一
四
〜
一
七
）

P

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
一
五
、
一
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
一
、
一
二
）

Q

〇
登
録
建
築
物
調
査
機
関
を
登
録
し
た
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
六
）

〇
登
録
建
築
物
調
査
機
関
の
事
業
所
の
所
在

地
を
変
更
し
た
件
（
同
七
）

〇
登
録
住
宅
性
能
評
価
機
関
の
評
価
員
の
氏

名
を
変
更
し
た
件
（
同
八
、
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件
（
同
一
〇
〜
一
四
）

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

気
象
庁

最
高
裁
判
所

山
形
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

新
潟
県

広

島
県

香
川
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

京

都
市

堺
市

神
戸
市

福
岡
市

R

〔
皇
室
事
項
〕

J
J

〔
官
庁
報
告
〕

労

働

労
働
保
険
審
査
官
及
び
労
働
保
険
審
査
会
法

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
く
関
係
労
働
者
を
代

表
す
る
者
の
候
補
者
の
推
薦
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

J
J

国
家
試
験

平
成
二
十
四
年
度
特
定
侵
害
訴
訟
代
理
業
務

試
験
合
格
者
（
工
業
所
有
権
審
議
会
）

J
K

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

国
土
調
査
法
に
基
づ
く
国
土
調
査
と
同
一
の

効
果
が
あ
る
も
の
と
し
て
の
指
定
の
公
告

（
国
土
交
通
省
）

J
K

〔
資

料
〕

閣
議
決
定
等
事
項

J
K

〔
地
方
自
治
事
項
〕

J
K

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、
国
営
風
連

土
地
改
良
事
業
計
画
関
係

J
L

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

K
R

˜
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